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貸  　借  　対  　照  　表

（単位：百万円）

金　　　額 金　　　額

66,908 53,704

現 金 及 び 預 金 32 9,856

売 掛 金 22,034 19,000

仕 掛 品 3,398 13,973

未 収 入 金 27,224 4,284

前 払 費 用 4,214 391

預 け 金 9,143 273

そ の 他 860 4,120

貸 倒 引 当 金 △0 495

909

固　定　資　産 250,088 326

61,176 72

ｼ ｽ ﾃ ﾑ ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 設 備 18,366

建 物 33,008 固　定　負　債 167,211

構 築 物 221 90,000

工具、器具及び備品 7,528 64,817

建 設 仮 勘 定 1,698 3,551

そ の 他 352 8,843

144,010

ソ フ ト ウ ェ ア 121,673

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 22,295

そ の 他 41 220,916

44,902

投 資 有 価 証 券 673 96,080

関 係 会 社 株 式 13,863 20,000

敷 金 及 び 保 証 金 2,302 76,080

前 払 年 金 費 用 6,041 4,251

繰 延 税 金 資 産 20,764 71,829

そ の 他 1,257 オープンイノベーション
促 進 税 制 積 立 金 83

貸 倒 引 当 金 △0 繰越利益剰余金 71,745

96,080

316,996 316,996

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

流　動　負　債

有 形 固 定 資 産

負　　債　　合　　計

純　　　資　　　産　　　の　　　部

買 掛 金

前 受 金

退 職 給 付 引 当 金

未 払 消 費 税 等

未 払 金

－1－

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

株 主 資 本

資　　　産　　　の　　　部 負　　　債　　　の　　　部

科　　　　　目 科　　　　　目

流　動　資　産

未 払 法 人 税 等

資　　産　　合　　計 負債及び純資産合計

純　資　産　合　計

利 益 剰 余 金

その他利益剰余金

利 益 準 備 金

資 本 金

そ の 他

資 産 除 去 債 務

一年以内返済予定の長期借入金

長 期 借 入 金

（2021年3月31日現在）

受 注 損 失 引 当 金

そ の 他

製 品 保 証 等 引 当 金

預 り 金

未 払 費 用



（単位：百万円）

166,605

124,953

41,652

34,158

7,493

1,069

1,407

118 2,596

167

1,532

38 1,738

8,351

264

132

1,066 1,463

6,887

1,646

460 2,107

4,780

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

関係会社株式評価損

営 業 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

受 取 配 当 金

建 物 貸 付 収 入

そ の 他

特 別 損 失

そ の 他

経 常 利 益

損　　益　　計　　算　　書
（2020年4月1日から2021年3月31日まで）

支 払 利 息

売 上 高

売 上 原 価

販売費及び一般管理費

当 期 純 利 益

－2－

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

固 定 資 産 除 却 損

売 上 総 利 益

科　　　　　　　　　　目

減 損 損 失

金　　　　　　　　　　額

建 物 貸 付 費 用



（単位：百万円）

繰越利益
剰余金

オープンイノ
ベーション促進
税制積立金

20,000 3,589 74,328 － 97,917 97,917

利 益 準 備 金 の 積 立 － 661 △ 661 － － －

剰 余 金 の 配 当 － － △ 6,617 － △ 6,617 △ 6,617

当 期 純 利 益 － － 4,780 － 4,780 4,780

オ ー プ ン イ ノ ベ ー シ ョ ン
促 進 税 制 積 立 金 の 積 立 － － △ 83 83 － －

当 期 変 動 額 合 計 － 661 △ 2,582 83 △ 1,837 △ 1,837

20,000 4,251 71,745 83 96,080 96,080

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

－3－

純資産
合計

資本金
利益準備金

当 期 首 残 高

当 期 変 動 額

当 期 末 残 高

株主資本等変動計算書
（2020年4月1日から2021年3月31日まで）

項目

株主資本

株主資本
合計

利益剰余金

その他
利益剰余金



【重要な会計方針に関する注記】

１．資産の評価基準及び評価方法

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法によっております。

その他有価証券

時価のないもの

　移動平均法による原価法によっております。

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法

により算定）によっております。

２．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

　定額法を採用しております。

（２）無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアについては、見込利用可能期間（7年以内）に基づく定

額法によっております。一部サービス提供目的のソフトウェアについては見込販売収益に

基づく償却額を計上しております。また、市場販売目的のソフトウェアについては、見

込販売期間（3年以内）における見込販売収益に基づく償却額と販売可能な残存販売期間

に基づく均等配分額を比較し、いずれか大きい額を計上しております。

３．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率による計算額

を計上し、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収の可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。

（２）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当期末において発生していると認められる額を計上しております。

①退職給付見込額の期間帰属方法

　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期末までの期間に帰属させる方法

　については、給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異、過去勤務費用の費用処理方法

　　数理計算上の差異については、発生時の従業員の平均残存勤務期間に基づく年数によ

　る定額法により、翌期から費用処理することとしております。

　　過去勤務費用については、発生時の従業員の平均残存勤務期間に基づく年数による定

　額法により、費用処理しております。

個　　別　　注　　記　　表
（2020年4月1日から2021年3月31日まで）
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③追加費用の処理方法

　　厚生年金保険法等の定めにより、逓信省（電気通信事業に従事）、電気通信省、電電

　公社及び日本電信電話株式会社に勤務し1956年7月以降に退職した者の1956年6月以前の

　勤務期間に係る旧国家公務員等共済組合法に基づく年金給付に要する費用に関連し、日

　本国政府が毎期賦課方式により決定する拠出金のうち当社に帰属する金額を、NTT企業

　年金基金特例経理に対し支出しております。当該費用について、給付見込額を算定し

　「退職給付引当金」に含めて計上しております。

　　数理計算上の差異については、発生時の対象者の平均残余支給期間に基づく年数によ

　る定額法により、翌期から費用処理することとしております。

（３）製品保証等引当金

　ソフトウェア製品の引渡後の無償補修費用等に充てるため、保証期間内の補修費用見込

額を過去の実績等を基礎として計上しております。

（４）受注損失引当金

　当期末における受注案件に係る将来損失に備えるため、損失が発生すると見込まれ、か

つ、当該損失額を合理的に見積もることが可能なものについて、翌期以降の損失見込額を

受注損失引当金として計上しております。

４．受注制作のソフトウェアに係る収益及び費用の計上基準

　　システム開発受託契約のうち、当期末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工

　事契約については工事進行基準を適用し、その他の工事契約については工事完成基準を適用し

　ております。工事進行基準を適用する工事の当期末における進捗度の見積りは、原価比例法に

　よっております。

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

（１）消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

（２）連結納税制度の適用

　連結納税制度を適用しております。

（３）連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

　当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」(令和2年法律第8号)において創設された

グループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直

しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効

果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号 2020年3月31日）第3項の取扱いに

より、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2018年

2月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正

 前の税法の規定に基づいております。

【貸借対照表に関する注記】

１．資産に係る減価償却累計額

有形固定資産の減価償却累計額　　　 109,197百万円

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務　　　

短期金銭債権      　  　  174百万円

短期金銭債務 　1,412百万円

長期金銭債務 　  150百万円
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【損益計算書に関する注記】

１．関係会社との取引高

営業取引による取引高

売上高　　 　7,205百万円

仕入高　   5,368百万円

営業取引以外の取引高   8,236百万円

２．減損損失

当期において、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

（１）減損損失を認識した資産

（２）減損損失の認識に至った経緯

　貸付目的の建物の一部につきまして、将来キャッシュフローによって帳簿価額を全額回

収できる可能性が低いと判断した外部賃貸部分について、当該資産グループの帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として認識しております。

（３）減損損失の金額

建物     132百万円

（４）資産のグルーピング

　貸付目的建物の外部賃貸部分については、建物ごとに区分された外部賃貸部分を最小の

単位としております。

（５）回収可能価額の算定方法

　回収可能価額は使用価値により測定し、割引率は3.37%としております。将来キャッシュ

フローに基づく使用価値がマイナスであるものについては、回収可能価額を零として評価

しております。

３．関係会社株式評価損

当期事業年度において、関係会社株式について減損処理を行っており、関係会社株式評価

   損1,066百万円計上しております。

貸付目的建物の外部賃貸部分

用途 種類 場所

建物 京都府京都市南区
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【株主資本等変動計算書に関する注記】　　

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項
（単位：株）

２．配当に関する事項

（１）配当金支払額

（２）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

2021年6月18日開催の定時株主総会において、次の議案を付議する予定であります。

【税効果会計に関する注記】

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産　　　　　　　　　　　　

退職給付引当金 19,729百万円　

減価償却費 1,157百万円　

その他　　 3,808百万円　

繰延税金資産　小計　　　　 24,694百万円　

評価性引当額　　 △1,688百万円　

繰延税金資産　合計　 23,006百万円　

繰延税金負債　　

前払年金費用 △1,850百万円　

その他 △391百万円　

繰延税金負債　合計　　　　　　 △2,241百万円　

繰延税金資産の純額　　 20,764百万円　

2021年
6月21日

決　　議 株式の種類

2021年6月18日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 4,780

配当の
原資

配当金の
総額

（百万円）

1株当たり
配当額
（円）

11,950.00
2021年
3月31日

2020年6月19日
定時株主総会

普通株式 6,617 16,543.00
2020年
3月31日

効力発生日

株式の種類 前期末株式数 当期増加株式数 当期減少株式数

決　　議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

1株当たり配当額
（円）

2020年
6月22日

　発行済株式
　普通株式

400,000 － －

当期末株式数

効力発生日

400,000

基準日

基準日
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【資産除去債務に関する注記】

１．資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

（１）当該資産除去債務の概要

　　　オフィスの一部について、不動産賃貸借契約を締結しており、賃借期間終了による原状回復義

　　務に関し資産除去債務を計上しております。また、一部の建物に使用されている吹付け石綿を除

　　去する義務、石綿を含有する建材を除去する義務に関しても資産除去債務を計上しております。

（２）当該資産除去債務の金額の算定方法

　　　オフィスの不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務は、使用見込期間を取得から18年と見積り、

　　割引率は0.2％～0.7％を使用して資産除去債務の金額を計算しております。

　　　建物に使用されている吹付け石綿を除去する義務、石綿を含有する建材を除去する義務は、法

　　令の施行日から使用見込期間に応じて24～27年と見積り、割引率は0.0％～2.2％を使用して資産

　　除去債務の金額を計算しております。

（３）当期における当該資産除去債務の総額の増減

　　　期首残高　　　　　　　　　　　　　　　　　　3,666百万円　

　　　有形固定資産の取得に伴う増加額　　　　　　 　  25百万円　

　　　時の経過による調整額　　　　　　　　　　　　 　25百万円　

　　　資産除去債務の履行による減少額　　　　　    　 165百万円　

　　　期末残高　　　　　　　　　　　　　　   　　 3,551百万円　

２．貸借対照表に計上しているもの以外の資産除去債務

　　建築材料に石綿を使用した建物を所有し、当該建物の解体時において、法令の定める方法により

　石綿を適切に除去する債務を有していますが、吹付け石綿や、工事においてその存在が確認された

　一部の建物における石綿を含有する建材を除いて、石綿の含有を見積もることが難しいことから、

　資産除去債務を合理的に見積もることができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を

　計上しておりません。

【金融商品に関する注記】

１．金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組方針
　 資金調達については、キャッシュ・マネジメント・システム（以下「CMS」という。）により
 グループ内金融子会社から調達を行っております。
 　また、余剰資金についてはCMSにより親会社もしくはグループ内金融子会社に預けており、投
 機的運用はありません。

（２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　 売掛金にかかる顧客の信用リスクは、与信管理取扱要領に沿ってリスク低減を図っております。

　 営業債務である買掛金及び未払金は、そのほとんどが1年以内の支払期日です。

　 借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備投資

 に係る資金調達です。
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２．金融商品の時価等に関する事項

  2021年3月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について
は、次のとおりであります。 

（単位：百万円）

 (2) 未収入金

 (3) 預け金

 (4) 買掛金

 (5) 未払金

    △120

  (*) 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

（注１）金融商品の時価の算定方法

(1) 売掛金
 　　一定の期間ごとに区分し、国債の利回りで割り引いた現在価値により算定しております。　　

(2) 未収入金及び（3）預け金
　　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
　います。

(4) 買掛金及び（5）未払金
　　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
　います。

(6) 長期借入金
　　元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する
　方法によっています。

（注２）関係会社株式（貸借対照表計上額13,863百万円）は、全て非上場株式であり、市場価格
　　がなく、かつ将来キャッシュフローを見積もることができず、時価を把握することが極め
　　て困難と認められるため、注記しておりません。

（注３）敷金及び保証金（貸借対照表計上額2,302百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャ
　　ッシュフローを見積もることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるた　　　
　　め、注記しておりません。

 (6) 長期借入金 (109,000) (109,120)

(9,856) (9,856) －

(13,973) (13,973) －

 (1) 売掛金 22,034 22,013 △21

27,224 27,224 －

貸借対照表計上額(*) 時価(*) 差額

9,143 9,143 －

－9－



【賃貸等不動産に関する注記】

１．賃貸等不動産の状況に関する事項

 東京都その他の地域において賃貸しているオフィスビルを有しております。

２．賃貸等不動産の時価に関する事項
（単位：百万円）

（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
（注２）当期末の時価は、主として「固定資産税評価額」に基づいて自社で算定した金額であり
　　　ます。

【関連当事者との取引に関する注記】　　

１．親会社及び法人主要株主等
（単位：百万円）

役員の
兼務等

事業上
の関係

 （注１）価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案し、価格交渉の上で決定しております。

 （注２）取引金額には消費税等を含んでおりませんが、期末残高には消費税等を含んでおります。

２．子会社及び関連会社等
（単位：百万円）

役員の
兼務等

事業上
の関係

1名
主要

委託先

2名
主要

委託先

 （注１）価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案し、価格交渉の上で決定しております。

 （注２）取引金額には消費税等を含んでおりませんが、期末残高には消費税等を含んでおります。

8関連会社 NTT印刷(株）
所有

直接39.3%
物件の貸付 174 未収入金

科目
期末残高
（注２）

子会社
ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ･ｲﾝﾀｰ

ﾈｯﾄ(株）
所有

直接100%
物件の貸付 286 未収入金 2

連結納税に伴う
納税資金の精算 2,300 未払金 1,048

種類 会社等の名称

議決権等の
所有

（被所有）
割合

関係内容

取引の内容
（注１）

取引金額
（注２）

126

科目
期末残高
（注２）

親会社
日本電信電話

(株)
被所有

直接100％
－

持株
会社

ソフトウェア
開発等売上 6,569 売掛金

貸借対照表計上額 時価

2,746 1,754

種類 会社等の名称

議決権等の
所有

（被所有）
割合

関係内容

取引の内容
（注１）

取引金額
（注２）
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３．兄弟会社等
（単位：百万円）

役員の
兼務等

事業上
の関係

－
主要

取引先

－
主要

取引先

－
主要

取引先

－
主要

取引先

 （注１）価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案し、価格交渉の上で決定しております。

 （注２）資金の預入、及び借入については、CMSにかかるものであり、取引金額には年間取引の当

       期における平均残高を記載しております。

 （注３）利息の受入、及び支払については、CMSおよび長期借入にかかるものであり、借入金利は

     　市場金利を勘案して合理的に決定しております。

 （注４）取引金額には消費税等を含んでおりませんが、期末残高には消費税等を含んでおります。

【１株当たり情報に関する注記】

1株当たり純資産額　　　　　240,201円33銭

　　　　1株当たり当期純利益 11,950円04銭

本個別注記表の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。

長期借入金 109,000

利息の受入
（注３） 0 － －

資金の借入 90,000

資金決済取引 115,227 未収入金 26,029

ＣＭＳ取引
資金の借入
（注２）

60,359 短期借入金 －

利息の支払
（注３） 165 － －

8,441

親会社の
子会社

NTTﾌｧｲﾅﾝｽ(株) － －

預入・
借入先

・
主要

取引先

ＣＭＳ取引
資金の預入
（注２）

25 預け金 9,143

親会社の
子会社

ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ･
ﾋﾞｼﾞﾈｽｱｿｼｴ(株)

－
ソフトウェア
開発等売上 5,021 売掛金

1,161

親会社の
子会社

ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ･ｺﾐｭﾆ
ｹｰｼｮﾝｽﾞ(株)

－
ソフトウェア
開発等売上 15,977 売掛金 3,983

親会社の
子会社

西日本
電信電話(株)

－
ソフトウェア
開発等売上 31,901 売掛金

親会社の
子会社

東日本
電信電話(株)

－
ソフトウェア
開発等売上 43,226 売掛金 173

種類 会社等の名称

議決権等の
所有

（被所有）
割合

関係内容
取引の内容
（注１）

取引金額
（注４）

科目
期末残高
（注４）
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